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1 「グローバリゼーション」とはその用語を用いる者によって様々な意味合いに使われる抽象的な概念である。経済学の世界では企業
等の国境を越えた経済活動の活発化として用いられたり、政治学や歴史学の世界では冷戦後のアングロサクソン系自由主義の世界的
波及の進展として用いられたりする。また、単に漠然と市場経済主義や最近の世界経済の成長を指す場合にも用いられる。これは、
まさに国際的にモノ、カネ、ヒト及び情報の移動が活発化している上、国際社会における主体の多様化、国際関係の多様化等が経済
分野のみならず、政治、社会、文化等の様々な分野において地球規模の影響をもたらしていることの証に他ならない。この白書では、
グローバリゼーションとは、経済的観点から、地球規模で市場経済化が進んでいく現象を指すこととする。

第３章　グローバリゼーションの光と影

第1章で概観した東アジアの成長や第2章のＩＴ革命を背景としたビジネスのダイ
ナミズムに象徴されているように、貿易投資が拡大し、グローバリゼーション1が進
展するとともに世界経済は発展を続けてきている。しかしながら、急速なグローバ
リゼーションの進展と世界経済の成長が進む一方で、雇用問題、環境問題の深刻化、
貧富の格差拡大等のひずみも顕在化してきている。このような世界経済の発展に伴
うひずみについては、これを貿易投資の拡大のために起きているとの立場をとる
人々も存在する。その端的な例が、１９９９年のＷＴＯシアトル閣僚会議以降の国際会
議に際して、度々行われている過激なＮＧＯによる大規模な抗議デモである。これ
らのＮＧＯは、「反グローバリゼーション」という標語の下で、自由貿易システムの
象徴的な存在であるＷＴＯや国際開発機関である世界銀行、ＩＭＦ等の主要な会合
を目標に抗議行動を繰り返している。世界のマスメディアの注目が集まるこれらの
会合は、自らの主張をアピールするための格好の機会ととらえられている。
世界経済の発展とともに顕在化している、いわゆる「グローバリゼーションの影」
の部分については、これに対する真摯な対応を行っていかなければ、世界経済が持
続可能な成長を続けていくことに限界がある。同時にグローバリゼーションを止め
たからといってすべてが解決されるような問題ではない。個々の問題ごとにその問
題がどのような原因で生じているのかを踏まえた上で包括的な対応策をグローバル
な仕組みで考えていくことが求められている。また、政策的な対応によって、様々
なひずみが生じないための対応が最も望ましいが、ひずみが生じた場合には、これ
を救済するためのセーフティネットの整備を行うことも重要である。
本章においては、まず、第1節において、世界経済の発展の一方で生じているひず
みとそれに対して懸念を表明するＮＧＯの活動について紹介する。第2節では、雇用
問題、南北格差、森林減少及び食品安全の諸問題について、その原因と対応策につ
いて概観した後で、社会的セーフティネットの整備について考察を行う。最後に、
第3節において、グローバリゼーションの進む今日の世界経済が持続可能な成長を遂
げるために最も重要な問題の1つである環境問題について取り上げ、持続的な経済成
長と環境保全の調和に向けての現状と課題について検討を行うこととしたい。
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第１節 グローバリゼーションの影と国際的なＮＧＯの活動

１．グローバリゼーションの光と影

戦後の世界経済が貿易投資の拡大等を通じて大きく成長を遂げた一方で、雇用、南北格差、森林減少、

食料安全等といった広範囲にわたる社会問題も今日顕在化している。グローバリゼーションの進展とと

もに世界経済が発展する中で、様々なひずみも生じており、持続的な成長を遂げていくためには、この

ようなひずみに対する真摯な対応が迫られている。このような今日の世界経済の発展の中で見られるひ

ずみに対して「反グローバリゼーション」という標語の下で、雇用問題から環境問題、文化問題等にま

でわたる様々な懸念を表明する動きも見られる。

２．注目を集めるＮＧＯの動き

グローバリゼーションに対する懸念の内容が世界規模であることを背景に、その懸念を唱える主体も

国や一国内の一部の団体というよりは、むしろ国際的な広がりをもつＮＧＯ等の団体組織が大きな役割

を果たしている。ＮＧＯの関心分野、活動内容、活動方法等は実に多種多様である。大規模な反政府デ

モンストレーションを行うＮＧＯから政府とパートナーシップを組んで問題解決に取り組むＮＧＯまで

様々である。中には、実力行動に出るＮＧＯもあり、１９９９年にシアトルで開催されたＷＴＯ閣僚会議

を皮切りに国際会議の開催場所で「反グローバリゼーション」を標榜した大規模なデモンストレーショ

ンを実施し、国際的にも注目を集めた。他方、特定分野の専門知識や専門技能を社会に供給する役割を

果たしているＮＧＯも多く、世界銀行プロジェクトにＮＧＯ等が直接的・間接的に関与した割合は、

１９８９年度の２０％から１９９９年度の５２％にまで増加している。

冷戦崩壊に伴う情報統制の世界的な規制緩和が進むとともに近年における情報技術及び国際メディア

が発達したことを背景にして、各国の環境問題や貧困問題等に関して世界的な関心が高まっている。同

時に、そのような問題に取り組む国際的なＮＧＯの活動が活発になっている。特にインターネットの発

達によって、ＮＧＯは情報発信力を強化するとともに世界的なネットワークを形成することができるよ

うになり、ますます世界的な存在感を高めている。

１． グローバリゼーションの光と影

a 今日の世界経済の発展に伴うひずみ

第二次世界大戦後のブレトンウッズ及びＧＡＴＴ

体制に始まった世界経済体制は、戦前に見られた経

済のブロック化の失敗を反省し、基本的な方向性と

して市場経済化及び貿易投資の自由化を指向してき

た。その結果、世界各国の相互依存が深化するとと

もに世界経済も大きく成長を見せた。特に冷戦が終

結に向かうとともに貿易投資障壁が世界的に低減・

撤廃された1980年代以降は、モノ、カネ、ヒト及び

情報の国境を越えた移動がまさに地球規模で活発化

し、ますます世界経済は相互依存を深化させ、大き

く成長を遂げた。しかし、他方でこのようなグロー

バリゼーションの進展とともに世界経済が発展する

中で、雇用、所得格差、南北格差、森林減少、食品

安全等の問題が顕在化している。例えば南北格差に

ついては、特にアフリカ諸国等は1970年以降、経済

成長の低迷に苦しんでおり、その結果、南北格差は

拡大している。また、森林減少については、今日、

毎年日本の国土の３分の１に相当する面積の森林が

失われている。このように、今日の世界経済が発展

すると同時にひずみが生じており、今後世界経済が

持続可能な成長を続けていくためには、我らが人類

は真摯な対応が迫られている。

s グローバリゼーションに対する様々な懸念

このような世界経済の発展に伴うひずみに対し

て、「反グローバリゼーション」という標語の下で

様々な懸念の表明がなされている。経済統合の世界

的な象徴でもある欧州通貨統合の前夜におけるフラ

要　旨
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ンスでは、通貨統合のための諸々の経済政策に対す

る反発が強まり、1995年末に全国的な労働ストライ

キで混乱を極めた。国際的な舞台では、1999年11月

30日から12月３日にかけてＷＴＯ閣僚会議が開催さ

れた米国シアトルにおいて、世界中から多くのＮＧＯ

等が集まり、グローバリゼーション等に反対する

「反グローバリゼーション」の主張が展開された。

その後もＩＭＦや世界銀行の年次総会といった国際

会議が開催される度に、世界から「反グローバリゼ

ーション」を唱えるＮＧＯ等が集結し、声高に主張

を展開している。「反グローバリゼーション」とい

う標語の下で表明されるグローバリゼーションに対

する主な懸念を列挙してみると、第３─１─１表のよ

うになる。この表のとおり、経済問題から社会問題

にわたるまでの広範囲な問題が「反グローバリゼー

ション」の名の下で主張されている。

２．注目を集めるＮＧＯの動き

a 国際的なＮＧＯの存在感の高まり

①多種多様なＮＧＯ

以上見てきたような、グローバリゼーションに対

する懸念の内容が世界規模であることを背景に、そ

の懸念を唱える主体も、国や一国内の一部の団体と

いうよりは、むしろ国際的な広がりをもつＮＧＯ等

の団体組織が大きな役割を果たしている。他方、一

口でＮＧＯといっても、その関心分野、活動内容、

活動方法等は多種多様である。大規模な反政府デモ

ンストレーションを行うＮＧＯから政府とパートナ

ーシップを組んで問題解決に取り組むＮＧＯまで

様々である。中には1977年にノーベル平和賞を受賞

した国際的人権擁護団体であるアムネスティ・イン

ターナショナルや1999年に同じくノーベル平和賞を

受賞した国際的医療援助団体である、国境なき医師

団（Me′decins Sans Frontières）といったＮＧＯもあ

る。民間調査機関が1999年のシアトルWTO閣僚会

議に反対の立場を表明したＮＧＯに対して実施した

アンケート調査2によると、ＮＧＯの主な関心分野

についても、環境が圧倒的に多く、続いて貧困、食

第３―１―１表　グローバリゼーションに対する主な懸念�

貿易投資自由化は雇用の喪失を招く� 貿易投資の自由化によって労働費用の低い途上国等に先進国の健全な雇用が奪われる。�

主な懸念� 具体的内容�

商業主義的な大規模農業経営は零細農民
を滅ぼす�

企業による商業主義的な大規模経営が、農産物の価格低下を招き、多くの農民が滅亡に追い
やられる。�

途上国における児童労働による製品の生
産は競争上不公正である�

途上国は、労働費用の低い児童労働によって不公正に競争力を有している。そのような不公
正な労働環境によって生産された製品等は輸入すべきではない。�

多国籍企業経営は途上国による労働基準
等の「底辺への競争」を促す�

途上国は、海外からの直接投資を誘致するために、労働基準等を下げる競争に巻き込まれて
いる。多国籍企業は、途上国がそのような競争に巻き込まれるような状況に追いやるべきで
はない。�

国際的ハーモナイゼーションは食品安全
基準の低位平準化を招く�

貿易自由化の名の下で推進される食品安全基準の標準化によって、食品安全基準が引き下げ
られる。食品安全基準は各国の主権のもとで決められるべきであり、国際的なハーモナイゼ
ーションは各国主権を侵害する。�

国内環境保護政策を貿易障壁として協定
違反とするＷＴＯは問題�

エビ・ウミガメ事件等において、各国の主権下で決められるべき国内環境保護政策をＷＴＯ
は貿易障壁として協定違反とした。そのようなＷＴＯは各国の主権を侵害するものである。�

ＷＴＯに透明性が不十分� ＷＴＯは大国主導で途上国などの利益が反映されず、不透明。また、ＷＴＯの紛争処理過程
においては、直接的な利害関係者である市民の参加が認められておらず、不透明。�

今日の経済のあり方は地球温暖化を促進
する�

地球温暖化を招く今日のエネルギー大量消費社会における経済のあり方に問題を提起。�

貿易自由化は森林破壊を招く� 日本を始めとする林産物輸入大国が熱帯雨林を破壊している。�

世界銀行・ＩＭＦプロジェクト等は環境
破壊を招く�

世界銀行やＩＭＦが支援するダム開発プロジェクト等によって、周辺の環境が破壊されてい
る。�

貿易投資自由化は南北格差を拡大させる�貿易投資の自由化は、富める国だけに利益をもたらし、南北間の格差を拡大させている。�

貿易投資自由化は国内の所得格差を拡大
させる�

貿易投資の自由化は、富める者だけに利益をもたらし、一国内の所得格差を拡大させてい
る。�

貿易自由化は自国文化を失わせる� 貿易投資自由化によって海外のモノや情報等がみだりに流入すると、自国の財産である伝
統的な文化や産業が失われる。�

（資料）経済産業省作成。�

2 日本総合研究所（2001）。
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品安全、農業、労働といった順番になっている（第

３─１─２図）。

また、活動方法については、政府や国際機関等の

公的セクターとは比較的に対立的な関係を形成し、

場合によっては暴力的な手段にも訴えるＮＧＯ（以

下、非協調型ＮＧＯ）が存在する一方で、政府等の

公的セクターとのパートナーシップを通じて政策実

施に参加することに加えて、場合によっては建設的

に公的な政策決定にも影響を与えるＮＧＯ（以下、

協調型ＮＧＯ）も存在する。

②非協調型ＮＧＯの活動

非協調型ＮＧＯは、1999年にシアトルで開催され

たＷＴＯ閣僚会議を皮切りに、国際会議の開催場所

で「反グローバリゼーション」を標榜した大規模な

デモンストレーションを実施することによって世間

の注目を浴びている。その後も、2000年９月のプラ

ハにおけるＩＭＦ・世界銀行年次総会や９月のメル

ボルンにおける世界経済フォーラム主催のアジア太

平洋経済サミットといった国際会議に多くの非協調

型ＮＧＯが集結し、大規模なデモンストレーション

等を通じて「反グローバリゼーション」のキャンペ

ーンを展開した。しかしながら、このように統一的

なデモンストレーションを通じて「反グローバリゼ

ーション」を主張する非協調型ＮＧＯの間でもその

主張は環境問題から保護貿易主義にまで広範囲にわ

たり、必ずしも明確な統一目的を掲げて主張運動を

展開しているわけではない。1999年のシアトルにお

けるＷＴＯ閣僚会議にあわせて実施されたデモンス

トレーションの主な参加団体とその主な主張内容を

見ても、その多種多様性が見てとれる（第３─１─３

表）。

また、1999年のシアトルでは、大規模なデモンス

トレーションにとどまらず、一部過激派によって暴

動にまで発展し、会場周辺や市内が大きな混乱に陥

るという事態にまで発展した。そのシアトル暴動の

実態の詳細はいまだに解明されていないものの、暴

動の主導者は必ずしも「反グローバリゼーション」

を主張する非協調型ＮＧＯだけではなく、無政府主

義者等が「反グローバリゼーション」運動に乗じて

暴動を起こしたものとも言われている3。

③国際機関等の政策決定及び実施に関与を深める協

調型ＮＧＯ

ＮＧＯの中には、特定分野の専門知識や専門技能

を社会に供給する役割を果たしているものも少なく

Public Citizen（米国）�

Sea Turtle Restoration 
Group（米国）�

世界的な貿易投資の拡大は、雇用、健康安全、環
境等を犠牲にしながら、多国籍企業と富裕層に利
益をもたらしたのみ。現在の貿易投資体制の国際
機関であるWTOに全面的反対。�

エビ漁に当たってウミガメ保護装置を義務づける
米国の法律を協定違反としたWTOは、民主主義と
国家の主権を侵すものであり、米国はこのような
WTOから脱退すべき。�

Sierra Club（米国）� 貿易は地球に優しく、公正でなければならない。
環境、健康、安全等を脅かすWTOに反対。また、
WTOの意思決定過程に市民社会の参加を認め、
WTOの民主化を図るべき。�

Teamsters（米国）� 貿易の拡大は多国籍企業を利するのみで、労働者
から雇用を奪う。WTOの拡大は労働者の利益を無
視するものであり、反対。�

Confédération Paysanne
（フランス）�

多くの農民を滅亡に追いやる利益追求型の商業主
義的農業に反対。また、消費者の安全確保のため
に、米国の肥育ホルモン牛肉の輸入に反対。�

組織� 主張内容�

（備考）NEWSWEEK（1999年12月13日付）及び各団体ホームページ等�
 より作成。�

第３―１―３表　1999年米国シアトルにおける大規模デモン�
 ストレーションの主な参加団体とその主張�

60.3

55.9

45.6

64.7

38.2

（％）�

29.4

26.5

23.5
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第３―１―２図　1999年ＷＴＯシアトル閣僚会議において新ラウ�
 ンド反対声明に署名を行ったＮＧＯの関心分野�
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ない。1992年６月にブラジルのリオ・デ・ジャネイ

ロで開催された国連環境開発会議（地球サミット）

を契機に、ＮＧＯは国際会議の場における存在感を

高めた。国連、世界銀行等の国際機関は、近年こう

したＮＧＯの活動を評価し、一部の政策決定及び実

施にも反映させている。

途上国に対する支援機関として世界最大の世界銀

行も、政策の立案及び実施についてＮＧＯを含めた

市民社会とのパートナーシップ関係を重要視してい

る。2000年に発表された世界銀行の報告書4による

と、ＮＧＯ等が直接的、間接的に関与した世界銀行

のプロジェクトの割合は、1989年度の20％から1999

年度5の52％にまで増加した。また、分野別で見た

場合、環境分野プロジェクトについては、全体の

82％のプロジェクトにＮＧＯ等が関与するにまで至

っている（第３─１─４図）。その他の主な分野にお

いても、多くのＮＧＯ等が関与していることがわか

る。

世界銀行はこうしたＮＧＯ等を高く評価する理由

として、ＮＧＯ等は貧困に苦しむ社会生活の現場に

近いために多様化する援助ニーズを把握できるこ

と、政府とは異なる貴重な視点、ノウハウ、経験等

を有していること等を挙げており、世界銀行自身の

政策遂行に不可欠なパートナーとして位置付けてい

る。1998年に提唱された「包括的な開発のフレーム

ワーク（Comprehensive Development Framework）」

に基づく施策の策定や1999年に作成が決定された

「貧困削減戦略ペーパー（Poverty Reduction Strategy

Paper）」等の作成に当たっても、ＮＧＯ等の参加を

求めている。世界銀行はこのようにＮＧＯ等との対

話を通して貧困削減対策プロジェクトに対する市民

社会との共通の理解を深めるとともに、プロジェク

トの実効性を高めることに努めている。

s ＮＧＯの国際的な活動活発化の背景

①通信技術及び国際メディアの発達

最近のＮＧＯ等の活動の活発化の背景としては、

福祉国家の限界や経済開発における政府の役割の限

界等様々な要因が挙げられているが、主な要因の１

つとして、近年における情報通信技術及び国際メデ

ィアの発達が挙げられる6。電話、ＦＡＸから始ま

り、衛星通信、インターネットまでの情報通信技術

の発達により、情報が容易に国境を越えて世界中に

流通するようになった。また、冷戦崩壊に伴う情報

統制の世界的な緩和を背景に中国の天安門事件や中

東における湾岸戦争等の時に象徴的に見られたよう

に、世界中の多くの人々が同時に世界の情報を知る

ことができるようになった。その結果、各国の環境

問題や貧困問題等に関する情報も他の国々や人々に

まで伝わるようになり、世界的な関心が高まるよう

になった。冷戦崩壊後の1990年代に地球規模の問題

に対する市民社会の関心が高まり、それに伴って

ＮＧＯの国際的な活動が高まったことは、1999年

のシアトルＷＴＯ閣僚会議に反対の立場を表明した

ＮＧＯの半数以上が1991年以降に設立されているこ

とにも見てとれる（第３─１─５図）。
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第３―１―４図　NGO等が関与した世界銀行プロジェクトの割合�
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（備考）1999年度におけるセクター別の割合を指す。�
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 1999 Progress Report」。�
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4 World Bank（2000）.
5 世界銀行の財政年度は７月１日から翌年の６月30日まで。
6 Salamon（1994）.
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また、今までは地域的に孤立していたＮＧＯ運動

も世界に向けて情報発信することが可能になったこ

とから、国際的な世論を形成したり、他国、他地域

における同様のＮＧＯ活動との連携を図ることによ

って活動を拡大、強化することが可能になった。

②インターネットの発達と活動の拡大

特に1990年代後半に入ってからのホームページや

電子メールといったインターネット技術の発達は、

ＮＧＯの国際的な活動に大きな影響を与えた。イン

ターネットがＮＧＯ等の活動に与えた主な影響とし

ては、従来とは比較できないほどＮＧＯの世界的な

ネットワーク化が容易になったこと及びＮＧＯの活

動目的、概要等の情報発信力が飛躍的に強化された

ことが挙げられる。

この点について、ＮＧＯ活動とインターネットの

活用に関して尋ねた前出のアンケート調査による

と、ＮＧＯが活動内容や主張の情報を発信する方法

として最も活用しているのは、ホームページである。

また、メーリングリストを使用した情報発信も情報

誌の発行と並んで行われていることがわかる（第３

─１─６図）。ホームページを活用したことによる効

果としては、「同テーマを掲げる別の団体との連携

が図れるようになった」、「活動に参加する人の数が

増えた」という回答が上位を占めている。ホームペ

ージによって団体活動の目的や方針に関する情報発

信力が強化され、同様の活動を行っている団体との

ネットワークが拡大するとともに、新しい活動メン

バーを勧誘することに効果を上げていることを裏付

けている（第３─１─７図）。さらには、メーリング

リストの活用効果としては、「団体としての発言力

が増した」、「活動の対象としているテーマに関する

議論が深まった」等の回答が多く見られ、関係者間

において情報交換が活発になるとともに、時間と場

所を制約しないサイバースペースにおいて議論が深

められるようになったことを表している。また、そ

のような緊密な議論を通じてＮＧＯの活動目的等に

対する理解を広めることにも効果があることがわか

る（第３─１─８図）。

また、インターネットによってシンポジウム、行

進デモ、その他の各種抗議行動を組織し、実行する

ことが容易になった。特に電子メールによる情報交

換を世界中で瞬時に行うことができるようになった

結果、地理的、時間的な制約から解放され、最小限

の人員と活動資金をもって計画を立て、抗議行動を

実行に移すことができるようになったことも、ＮＧＯ

活動に関する情報発信力を高める上で、大きな効果

を発揮していると考えられる。
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第３―１―７図　ＮＧＯの活動におけるホームページ活用の効果�

（資料）日本総合研究所（2001）。�
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コラム４

【ＮＧＯの連携で進む無電化村の電化事業】

途上国の貧困対策のためには、教育や人材育成が重要であることは論を待たない。特に遠隔地

域においては、テレビやラジオ、あるいはインターネットを活用した通信教育が重要な役割を発

揮する。しかしながら、今日でも２０億人もの人々が無電化村にいると言われている。通信を教育

に活用するためにも、まず、電化を進めることから取り組まなければならない。一方、送電線網

を遠隔の過疎地域まで延長し、張りめぐらせることは非効率でコストもかさむ。深刻化する地球

温暖化問題の観点からも好ましくない。そこで、注目されているのが、太陽光発電を活用した

ＳＨＳ（Solar Home System）等、分散型の新エネルギーを活用した電化事業である。無電化

村におけるＳＨＳ普及については、世界銀行や世界環境基金（ＧＥＦ：Global Environment

Facility）等が積極的に取り組んでいる。しかしながら、村民の理解を得ることから始まって、機

器の据付け、メンテナンス、融資と回収等の課題がある。このため、商業化して大量普及につな

げるためには、社会システムを構築し、多くの障害を克服していかなければならない。

このような困難な事業であるが、ヴィエトナムの無電化村へのＳＨＳ普及に、米国のＳＥＬＦ

（Solar Electric Light Fund）とヴィエトナムのヴィエトナム女性連合（ＶＷＵ：Vietnam

Women's Union）というＮＧＯが連携しながら取り組んでいる。ＳＥＬＦは、１９９０年に設立され

た非営利団体で、ＳＨＳを活用した途上国の無電化村の電化を進めることを目的に活動を行って

いる。これまで、ヴィエトナムのほか、中国、インド、南アフリカ、ブラジル、インドネシア等の国

においてパイロット・プロジェクトを実施してきている（http://www.self.org) 。一方、ＶＷＵ

は、ヴィエトナムの女性の権利を守るための女性団体である。約１，０００万人の会員を擁しているの

で、人口約７，０００万人のヴィエトナムでは、各世帯の主婦はほとんど全員が参加している勘定に

なる。ＶＷＵは、教育、医療、交通インフラの整備等の問題に取り組んでいるが、これらの課題の

前提としての電化事業は非常に重要な意味を持つ。そこで、こうした目的を異にする2つのＮＧＯ

が手を携えてヴィエトナムに残されている６００万人の無電化村の電化に取り組んでいる。

この2つのＮＧＯの連携事業は、１９９５年から試験的に開始された。１９９７年には、ＳＥＬＦがホー

チミン市にＳＥＬＣＯ（Solar Electric Light Company）という会社を設立し、取組みを強化し

ている。2つのＮＧＯ間の役割分担は、次のような形になっている。まず、ＳＥＬＦ（ＳＥＬＣＯ）

は、ＳＨＳの製造、据付け、メンテナンスからアフターサービスまでを担当する。山岳地帯に技

術者を派遣するのは困難なため、各地域に技術者を養成し、メンテナンスの責任者を置いている。

ＳＨＳの値段は、コントローラ、バッテリーや照明などの周辺機器と併せて日本円で約3～7万円

程度に設定されているが、無電化村の世帯にとっては大変高価な機器である。このため、ほとん

どの事例では、ヴィエトナム地域農業銀行やＳＥＬＣＯ自身が融資を行っている。次に、ＶＷＵ

は、住民に対してＳＨＳについての広報を行う。また、ＳＨＳを購入する世帯をＳＥＬＣＯに斡

旋する。融資に際しては、農業銀行に対する融資申請をサポートするとともに、融資の審査で拒

否された場合には返済を保証する場合もある。また、融資の回収についても、遠隔地での少額融

資であるため、農業銀行が行う場合には大きなコストを伴うため、ＶＷＵが代行している。

こうした2つのＮＧＯがそれぞれの持ち味を発揮しながら連携することによって、現在、年間約

１，０００台のペースでＳＨＳの設置が進められている。今後、６００万人、約１００万世帯に及ぶ無電化

村の電化を進めていくためには、予算規模の拡大や融資金利の引下げ等取り組むべき課題も多い。

しかしながら、2つのＮＧＯが連携しながら取り組んでいるこのプロジェクトは、ＳＨＳによる電

化という困難な事業について、実践的な社会システムを構築し、世界に範を示した事例と言える

のではないだろうか。


